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第３次行政改革の成果と課題について 

 

◎ 趣 旨 

第３次行政改革の取組の成果と課題について報告するもの 

 

１ これまでの行政改革の取組の経緯 

（１）第１次行政改革（平成７年度から１０年度までの４年間） 

【目的】 

 

 

 

 

【改革の５つの柱】 

 

 

 

【主な取組】 

「（財）学校建設公社の廃止」，「中核市への移行と適正な人員配置」， 

「食肉地方卸売市場の栃木県畜産公社への移管」，「行政手続条例の制定」， 

「民間委託の推進（道路補修業務，学校給食調理業務，ごみ収集業務等）」 など 

 

（２）第２次行政改革（平成１１年度から１４年度までの４年間） 

【目的】 

 

【２つの方向性と７つの柱】 

 

 

 

 

 

【主な取組】 

「市政モニター制度の導入」，「市民活動サポートセンターの設立」，「行政評価制度の導入」， 

「本庁窓口の受付時間の延長」，「市営競馬事業からの撤退」，「ISO14001 の認証取得」 など 

 

資料３
平成２１年６月３０日 
行政経営部行政改革課 

・ 経済環境の変化に柔軟に対応できる行政 

・ 市民意識の変化に伴う新しいニーズに応えられる行政 

・ 市民参加の活力あるまちづくりを支える行政 

・ 自主的・主体的なまちづくりを推進できる行政 

・ 事務事業の見直し    ・ 行政組織の見直し 

・ 人事管理の見直し    ・ 事務処理の効率化と市民サービスの向上 

・ 公共施設の設置・管理の適正化 

地方分権時代にふさわしい行政運営の実現 

○ 市民と行政の新たな関係づくり       ○ 行政の自己改革 

・ 市民参画の促進          ・ 事務事業の見直し 

・ 開かれた市政の推進        ・ 組織管理，人事管理の見直し 

・ 時代に即応した市民サービスの向上 ・ 健全な行財政運営の確保 

・ 職員の意識改革と職場の活性化 
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（３）第３次行政改革（平成１５年度から～現在まで。今年度で７年目） 

【経営理念】 

 

 

 

【５つの行政経営像】 

 

 

 

 

 

     【２つの方向性と６つの改革】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【主な取組】 

「自治基本条例の制定」，｢『もったいない運動』の推進｣，「指定管理者制度の導入」， 

「地区行政推進計画の策定・推進」，「市民協働推進計画の策定・推進」， 

「本庁舎建築設備更新整備へのＥＳＣＯ事業の導入」 など 

 

 

２ 第３次行政改革の成果 

（１）総括的評価 

平成１５年度からの第３次行政改革では，それまでの削減・減量型の行政改革の実績を踏

まえた上で，「顧客（市民）志向」，「成果重視」という２つの民間の経営的概念を新たに導

入し，全庁を挙げて改革・改善に取り組み，次のとおり，一定の成果を挙げた。 

 

 

 

 

私たち職員は，市民との協働を通じ，限りある経営資源で，最大の効果をあげる行政サービス

を提供し，市民満足の向上を目指します。 

・ 分かりやすい行政経営 

・ 市民と共に歩む行政経営 

・ 市民の期待に応える行政経営 

・ すばやい行政経営 

・ ムダのない行政経営 

○ 市民との協働の推進 

・ 「信頼関係の構築」に向けた改革 

・ 「市民の力の発揮」に向けた改革 

・ 「地域自治の確立」に向けた改革 

○ 成果重視の行政経営 

・ 常に最適なサービスを展開する「仕組み」に向けた改革 

・ 時代の変化に挑戦し続ける「組織」の改革 

・ 能力と組織を高める「人」の改革 
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 ア 第３次行政改革の主な成果 

  【経費削減・収入増加，業務の削減・効率化（職員数の削減）】 （時系列） 
 

（※ 平成１８年度以前は，合併前の旧１市２町の職員数の合計） 

 

 （ア）経費削減，収入増加 

    積極的な外部委託の推進による経費削減や未利用地の売却などの収入増加策により， 

第３次行政改革の期間（６年間分）の累積で約３８５億円の経費を削減するとともに, 

約１６億円の増収効果を上げた。 

⇒ これらの合計額（約４０１億円）は，第３次行政改革の取組開始年度である平成１５年

度決算における本市の歳出総額約２，９６８億円の１３．５％に該当 

 

  ＜参考１＞ 経費の削減効果（累積） 

 

 

 

 

 

 

＜対前年比＞ 
経費削減【百万円】 

（累積） 
収入増加【百万円】 

職員数の削減【人】

（総職員数 ※） 

平成１５年度 △１，３４７  
 ― 

（４，０９３）

平成１６年度 
△２，０６４ 

（△３，４１１）
 

△８１ 
（４，０１２）

平成１７年度 
△２，０２３ 

（△５，４３４）
５１２ 

△５３ 
（３，９５９）

平成１８年度 
△１，９１８ 

（△７，３５２）
６８８ 

△８１ 
（３，８７８）

平成１９年度 
△２，１８３ 

（△９，５３５）
３３６ 

△８６ 
（３，７９２）

平成２０年度 
【 見込み 】 

△１，８８２ 
（△１１，４１７）

７３ 
△８１ 

（３，７１１）

平成２１年度 (年度途中につき未算定) (年度途中につき未算定) 
△７７ 

（３，６３４）

△３８，４９６ １，６０９ 
合 計 

【 見込み 】 
△４０，１０５ 

△４５９ 

1,347 1,347 1,347 1,347 1,347 1,347

2,064 2,064 2,064 2,064 2,064

2,023 2,023 2,023 2,023

1,918 1,918 1,918

2,183 2,183

1,882
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（百万円）

1,347

3 ,411

7 ,352

5 ,434

9 ,535

11 ,417

　（合計）
　　３８，４９６
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 （イ）業務の削減・効率化 

    外部委託の推進などにより業務の削減・効率化を進めた結果，第３次行政改革の期間 

（６年間分）で職員４５９人を削減した。 

   ⇒ この数字は，第３次行政改革の取組開始年度である平成１５年４月当時の宇都宮市， 

旧上河内町，旧河内町の職員数合計４，０９３人の１１．２％に該当 

 

  ＜参考２＞ 職員数の推移（宇都宮市，旧上河内町，旧河内町合算） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  ＜参考３＞ 職員数の推移（宇都宮市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※平成１９年３月３１日の市町合併により，職員３３１人増） 

 

イ 各種取組の進捗状況 

行政経営指針に掲げる行政像を具体化するための「行政経営指針行動計画」に位置付けた各

種の取組については，概ね，目標どおりに進められている。 
 

＜参考４＞ 「行政経営指針行動計画」に掲げた取組の進捗状況 

取組年次 
（進捗確認年次） 

１５年度 
（１６年度）

１６年度 
（１７年度）

１７年度 
（１８年度）

１８年度 
（１９年度） 

１９年度 
（２０年度）

①取組数総数 （件） ９９ １１１ １０１ １０６ １０６

②「完了」，「予定どおり」，「予定より
早い」，「目標を上回る」取組数 （件） 

９３ １０８ ９７ ９５ ９８

①中の，②の占める割合 （％） ９３．９ ９７．３ ９６．０ ８９．６ ９２．５
 

3,533
3,634
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※
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＜参考５＞ 「行政経営指針行動計画」において，一定の成果を上げている主な取組                                           （※の取組の概要は，別紙参照） 

方向性 改革の柱 区分 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 

継続 
行政評価システムの推進※， 

環境管理活動の推進※ 
― ― ― 

協働評価制度の創設※ 

― 

信頼関係の構築 

完了 

印刷物への事業経費等の表示※， 

政策広報の実施※， 

まちづくり懇談会の見直し※ 

総合的情報セキュリティシステムの

構築※ 

定員・給与情報の公表， 

附属機関の委員選任のあり方の見

直し※ 

選挙人名簿の適正管理※， 

携帯電話による市政情報の提供※ ― ― 

継続 
地域住民による不法投棄監視体制

の確立 

男女共同参画に関する人材育成の

推進 

「もったいない運動」の推進， 

学校版「もったいない運動」の推進 
― 

市民協働の啓発※， 

市民のまちづくり活動拠点の充実※ 

「宇都宮版ＣＳＲ」の構築※ 

市民の力の発揮 

完了 
市政モニター制度の見直し※ 市民協働推進指針の策定※ 巡回ｽﾎﾟｰﾂ教室の見直し※ 市民協働推進計画の策定※ 

― 
自治基本条例の制定※ 

継続 

高齢者地域活動実践塾の設置※， 

ひとり暮らし高齢者の安心ネットワ

ークの構築 

― 

健康づくり実践活動の推進※ 地域と連携した学校づくり※ 地域ビジョンの策定支援※ 

― 

市民との 

協働の推進 

地域自治の確立 

完了 ― 
地区行政の推進に係る大綱の策定※

― 
地区行政推進計画の策定※ 

― 
地域防犯ネットワークの構築※ 

継続 

全庁的な外部委託の推進， 

補助金の整理・合理化， 

使用料・手数料等の適正化， 

競輪事業の経営基盤の強化， 

工事監査の実施， 

ＩＣカードを活用したサービスの提供※ 

公立保育園の民営化， 

外郭団体の見直しの推進， 

ちとせ寮・松原荘の民営化， 

電子入札の導入・推進※ 

申請・届出の電子化， 指定管理者制度の導入・運用※， 

公益通報者保護制度の推進※， 

窓口サービスの向上※ 

上下水道事業における財政構造改

革の推進※ 

会計事務の効率化※， 

市税等の収納対策の推進※ 

仕組みの改革 

完了 

ＰＦＩ導入に関する基本方針の策定， 

地理情報システムの構築※， 

図書館情報システムの整備※ 

移動図書館の廃止※， 

市政研究センターの設立※， 

粗大ゴミ等収集運搬業務の外部委

託の実施， 

文書管理システムの構築※， 

納税貯蓄組合運営奨励金の廃止※，

腸内細菌検査の廃止※， 

ごみ収集車（焼却・不燃ごみ）の二

人乗車化 

水道料金等の毎月納付の実施※， 

ごみ収集運搬業務（北清掃センタ

ー）の外部委託の実施， 

上下水道開始休止電話受付業務の

外部委託の実施 

文書逓送業務の外部委託の実施， 

図書館資料搬送業務の外部委託の

実施， 

学校事務システムの構築※ 

ごみ処理業務（南清掃センター）の

外部委託の実施， 

総合案内業務の外部委託の実施， 

本庁舎建設設備更新整備への 

ＥＳＣＯ事業の導入※ 

新斎場整備への民間活力（ＰＦＩ手

法）の導入※， 

バンバ市民広場への指定管理者制

度の導入， 

電子納品の推進※， 

公用車保有台数の適正化※， 

交通災害共済制度の廃止※ 

継続 ― ― 
定員管理の適正化 

― ― ― 

組織の改革 

完了 ― 

水道局と下水道部の一元化※， 

保健福祉部の組織再編※ 

「自治振興部」の設置※， 

学校業務職員の配置の見直し※ 

「経済部」の設置※ 

― 

「子ども部」，「行政改革室」， 

「税制課」，「納税課」の設置※ 

成 果 重 視 の

行政経営 

人の改革 継続 

職員提案制度の確立・推進※ 目標管理制度の再設計・活用※， 

部門別職員育成計画の策定・実施※ 

人事評価制度の精度向上※， 

人材育成システムの推進※ 

給与構造の見直し※ 

― ― 
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 ウ 行政改革の成果の市民サービスへの反映 

   第３次行政改革の着実な推進により得られた前記の経費削減効果等について，本市におい

ては積極的に市民サービスの拡充に活かしてきた。 

   改革の成果を踏まえ，本市が市民サービスの向上に向けて展開してきた平成１５年度以降

の主な新規･拡充事業等は，参考資料１のとおり。 

 

（２）個別的評価（大綱の体系ごとの整理） 

ア 市民との協働の推進 

（ア）「信頼関係の構築」に向けた改革 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）「市民の力の発揮」に向けた改革 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ウ）「地域自治の確立」に向けた改革 

 

 

 

 

 

 

 

＜現状＞ 

市民との協力関係をより強固なものとするため，『携帯電話による市政情報の提供』や『情

報提供の推進に関する運用方針の策定』等の取組が進められるなど,「市民との情報の共有化」

や「説明責任の履行」を重視する意識が庁内に醸成され，市政の透明性の向上が積極的に図

られた。 

＜今後の課題＞ 

各種の取組を進めたことによる成果を市民に対して分かりやすく伝えるとともに，市政の

理解を促す取組をさらに進めることで，市民との信頼関係をより深めることが求められる。 

＜現状＞ 

市民が本来の力を最大限に発揮できる体制や仕組みを具体化するため，『市民協働推進指

針・市民協働推進計画の策定』や『自治基本条例の制定』，『もったいない運動の推進』等の

取組が進められるなど，本市の自治をさらに充実するための基礎が整った。 

＜今後の課題＞ 

多様化する地域課題の解決にあたっては，これまでの協働の取組がさらに促進・充実され

るとともに，具体化された各種の取組が，様々な主体により継続的・積極的に進められるよ

う，協働の質や効果を高める必要がある。 

＜現状＞ 

「本庁中心の行政」から，地域に視点を置いた「地区行政」の仕組みへの転換をより一層

進めるため，『地区行政の推進に係る大綱や地区行政推進計画』が策定されるとともに，市内

各地域では『地域防犯ネットワークの構築』が完了するなど，身近なまちづくりは地域自ら

の手で行う「地域自治の確立」に向けた各種の具体的な取組が検討・具現化された。 

＜今後の課題＞ 

地域の個性・特性を生かしたまちづくりを引き続き進めるとともに，住民自身が地域の課

題や目指すべき将来像を共有し，課題解決やその実現に向けた様々な取組を立案・実行する

ことにより，住民自治意識をさらに高める必要がある。 
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イ 成果重視の行政経営 

（ア）常に最適なサービスを展開する「仕組み」の改革 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）時代の変化に挑戦し続ける「組織」の改革 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ウ）能力と意識を高める「人」の改革 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 『     』内は，これまでの主な取組 ） 

 

 

 

＜現状＞ 

『全庁的な外部委託の積極的な推進』など，行政内部の改革に向けた数多くの取組が積極

的に進められたことで業務の効率化が図られ，一定額の経費削減・増収を計上するとともに，

総職員数を４５９人削減（合併２町分を合算）するなど，持続可能な行財政基盤の構築に向

けて一定の成果をあげた。 

＜今後の課題＞ 

・ 市民サービスの向上に向け，これまでの改革の成果も活かしながら，「選択と集中」の

考え方のもとで，先見性・創造性あふれる各種の取組を今後も積極的に進める必要がある。

・ 改革の成果を市民に分かりやすく伝えることで，市政に対する高い市民理解を得ること

が求められる。 

＜現状＞ 

多様化する市民ニーズを踏まえつつ，政策的課題に的確に対応していくため，『経済部』や

『子ども部』，『行政改革課』を設置するなど，第一線（現場）での課題解決能力及び組織と

しての総合力を強化するための組織体制を整備した。 

＜今後の課題＞ 

・ 新たな政策や複雑・高度化する課題にも的確・迅速・柔軟に取り組むことができる執行

体制の構築が，引き続き，求められる。 
・ 各種の政策課題に効果的・効率的に対応でき，また，市民にとって分かりやすい組織機

構とするための検証と対応が今後も必要となる。 

＜現状＞ 

職員一人ひとりの政策形成能力や課題解決能力の向上を目指し，『採用試験制度の見直し』

や『人材育成システムの推進』など，採用・研修・評価・異動の人事サイクル全体を通じた

人材育成に取り組むとともに，『人事評価制度の精度向上』を進めながら，能力・実績を重

視し，努力して成果を上げた職員が評価される人事制度の構築に向けた準備が進められた。

＜今後の課題＞ 

・ 引き続き，時代が求める多様な資質・能力を持つ職員の育成が求められる。 
・ 能力主義人事の徹底など，行政改革の担い手である職員一人ひとりの改革意欲を活かせ

るよう，その意識を持続的に高揚させる取組が求められる。 


